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はじめに

昨年度の報告書 『サハ リン石油 ・ガス開発 プmジ ェク トと北海道経済 の活性化(第1号)』

の第3章 「サハ リンの住宅産業 」において、筆者はサハ リンの住宅建設の現状 ・動向を分

析 し、住宅建設分野での北海道 とサハ リンとの交流促進 のための提言を した。それは、北

海道住宅展示場(兼 北海道 ビジネスセンター)の 建設および住 宅建設 に関する合弁企業 の

設立であった。

今年度は、サハ リンにおける住 宅建設の歴史 を簡単に振 り返 り、今年度(1998年 度)の

サハ リンでの住 宅建設動向を分析 し、その将来の発展方向を探 ってみることにす る。

第 一節 サハ リンにおける住宅建設 の経 過1

第二次世界大戦以前 のサハ リン南部 には 日本人が住んで いたので、当時の日本本土 と同

様 に住 宅はほ とん ど木造住 宅であった。当時の豊原市(現 在のユ ジノサハ リンスク市)の

総住宅面積は20,8万 ㎡であ り、約6,000戸 の住 宅があったが、その うち石造 り住宅は8

戸のみであった。大部分の住宅は、平屋建ての伝統的木造住宅であった。

終戦後、サハ リンの人々は住宅建設に取 り組んだが順調ではなかった。1949年 時点で、

ユ ジノサハ リンスク市では住宅面積が24.9万 ㎡であ り、4,489の 住宅があ り、その内4,070

が平屋建てであった。一人当た りの住宅面積は3㎡ に達 しなかった。

その後、1950年 代 にはい ると、住宅 の建設 が本格化 した。1955年 時点では、 同市域で

8,978の 住宅があ りその総面積 は約48万 ㎡であ った。

1959-1965年 の7力 年計 画期 には住宅建設がさ らに進 んだ。 この時期 に住宅建設のた

めにそれ以前の14年 間よ りも4倍 多い資金が投入された。その結果、1959年1月 時点で

同市域の快適な住宅は24万 ㎡ しかなかったが、1965年 末 にはそれが81。2万 ㎡に増加 し

た。この増加は、主 に中層大型パネル住宅建設 によるものであ った。1960年 には、サハ リ

ンで初めて大型パ ネル による4階 建て住宅が5棟 建設された。引 き続 いて、5階 建て住宅

1ア ナ トリー ・ク ー ジ ン 『ユ ジ ノサ ハ リ ン ス ク:20世 紀 の 終 わ りに 』 サ ハ リ ン書 籍 出 版 社
、 ユ ジ ノ サ ハ

リ ンス ク、1996年 、 第4章 、 を参 照 した 。
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棟 も建設され始め、1965年 には新た に建設 される住宅面積 の85%が5階 建 て住宅で あっ

た2。

その後、第10次5力 年計画期(1976年 ～1980年)に おいて も住宅建設 が進め られ、

その最終年 の1980年 には同市域 の住宅面積 は186.7万 ㎡に達 し、 それは1961年 時点の

2.3倍 で あった。ペ レス トロイカが進行 した、1986年 ～1990年 の時期の住 宅建設は、当

初の計画では5年 間で58万 ㎡の住宅が同市域で建設 されるこ とになっていたが、実際 に

は47.3万 ㎡の住宅が完成 した。1990年 代 にはいると、市場経済への移行の混乱で、住宅

建設 は低下 した。

以上 が、ユ ジノサハ リンスク市域 における住 宅建設の歴史的動向である。

次に、表1で は同市域 を含めた、サハ リン州全体 の住 宅竣工面積の推移 を示 してい る。

表1戦 後のサハリン州の住宅竣工面積

年 住宅面積㎡ 年 住宅面積㎡ 年 住宅面積㎡

1947 30,198 1964 288,200 1981 283,187

1948 61,449 1965 269,982 1982 283,560

1949 93,406 1966 236,600 1983 286β53

1950 167,236 1967 202,189 1984 289,457

1951 109,508 1968 206,599 1985 336,916

1952 119,551 1969 270,331 1986 321,629

1953 134,284 1970 218,081 1987 358,918

1954 153β49 1971 259,912 1988 355,478

1955 132,221 1972 273,159 1989 341,455

1956 194,600 1973 239,699 1990 264,755

1957 198,000 1974 264,446 1991 272,297

1958 225,100 1975 253,827 1992 187,981

1959 254,300 1976 259,185 1993 191,756

1960 251,100 1977 259,235 1994 148,936

1961 276,700 1978 299,611 1995 138,031

1962 265,100 1979 264,158 1996 62,593

1963 260,600 1980 273ρ96 1997 30,380

(サハ リン州統計局資料よ り)

(注)1996年 の住宅竣工面積については、68,200㎡ という数字を掲載 している統計資料集 もある。

それを見る と、州の住宅建設規模 が年間10万 ㎡を突破 したのは1950年 であった。この

年、16.7万 ㎡の住宅が竣工 した。さ らに1958年 には、住宅建設規模 が年間20万 ㎡台 に

入 った。1960年 代、1970年 代、さらに1980年 代前半は年間20万 ㎡台で推移 した。1980

21960年 代～1970年 代におけるロシア極東の住宅建設事情に関しては
、次の文献も参照のこと。ネスチ

ェロフV.V.「 ロシア極東における住宅建設の社会一経済的諸問題」『地域経済システムにおけるサービス

分野』(ウ ラジオス トーク、1980年)、61-69頁 。
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年代後半が住 宅建設のピー クで、年間30万 ㎡台に突入 した。しか し、1990年 代 に入ると、

経済全体の混乱 ・停滞 とともに住宅建設 も不振 に陥った。

1998年1～7月 期のサハ リンでの住 宅建設実績は回復基調 にある。同時期 に、237戸(そ

の建設総面積は17,300㎡)の 住宅が建築 され、それは前年 同期 比の118.7%で あった。た

だ しこの内、個人 による住宅建設 は4,900㎡ で、それは全体 の28.3%で 、前年 同期比の

87.7%で あ った(サ ハ リン州統計局資料)。

なお同 じロシア極東のハバ ロフスク地方での1998年 の第1四 半期(1～3月)の 住宅竣

工面積 は1.3万 ㎡で、前年同期 比で大幅に減少 している(54%減)。 ただ し個 人による戸建

住宅は8,600㎡ で絶対量ではまだ まだ少ないが全体 の66%を 占め、前年同期比で24%だ け

増加 してい る(ハ バ ロフス ク地方行政府のホー ムペー ジよ り)。

第二節 現在の動向

1998年 夏に、サハ リン現地調査 を実施 した。それに基づいて、住 宅建設 に関する現地の

動向を紹介することにする。

(1)サ ハリン州建設局でのインタビュー

*住 宅建設企業の活動状況:98年 前半で約7,000㎡(50戸)の 戸建住宅建築実績がある。

*住 宅建設を含む州内主要建設企業

1)「 スフェーラ」:住 宅建設に特化。合弁会社 「スフェー ラ ・アイオカ」 としてサハ リン

エナジー社 の従業 員用住宅団地 「アメ リカタウン」の建設受注。

2)「 メーベ リ」:木 造 戸建住宅建設 に力 を入れている。なお木造ではないがロ日友好会館

建設 も手がけてい る。

3)「 サハ リンス トロイ」

4)「 グレナーダ」:み ちの く銀行 ビル を受注。個人住 宅の受注 はな し。

5)「 ガランテ ィア」

6)「SU-4(第4建 設局)」

7)「 スペ ヅヅ トランスス トロイ」:米 国企業 と合弁会社を作 って、サ ハ リンエナジーのオ

フィイス ビル建設 受注3。

8)「 ブイコフ建設局」
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9)「 サハ リンモ ル ネ フチ モ ンター ジ ュ」

10)「 サハ リンエ ネル ゴ ス トロイ」:ノ グ リキの発 電所 を建 設 中。

11)「 エ レク トロモ ンター ジ ュ」

12)「 サ ンチ ェ フモ ンタ ー ジ ュ4」

*建 設 ライセ ンス を持 っている企業 は、サハ リン州で約850あ る。

(2)ユ ジノサハリンスク市建設局でのインタビュー

同市の住 宅建設面積 に関 して、ピーク時にはお よそ16万 ㎡1年であったが、今は3.5-4

万 ㎡1年 に落ちて いる。 またペ レス トロイカ以前は全て 国が住宅 を建設 したが、今 は、約

20%の みが国家による建設で、約80%が 非国家 による建設である。

カナダハ ウスの建設:現 在3カ 所で建設が予定されている。その内 「プルカイワ」地区

では5棟(10戸)分 が建設中である。今年 中に完成予定である。これについては実際に見

学 した。

ユジノサハ リンス ク市で、住 宅メーカーは約100社 あ る。その内、設計か ら完成 まで一

貫 して住宅建設 を行 う能力のある企業は約10社 ある。

その内、主要な会社 としては次の ものがある。

1)「 スフェーラ」:サ ハ リン州で最大の住宅 メーカーであ り、アメ リカタウンの建設 を担

当 してい る。合弁企業「スフェラ ・アイオカ」の米 国側パー トナーである「アイオカ」は元々、

建設会社ではな く、ネバダ州の食 品 ・資材 ・サー ビス供給会社である。アメ リカタウ

ン建設 には、この合弁企業 以外に投資会社 「OSRG」 が投資 している。

2)「 グ レナー ダ」:み ちの く銀行 ビル建設。

3)「 ガランテ ィア」1「カナダハ ウス」建設予定。

4)建 設株式会社 「ブイコフ建設局(BbIKoBcKoeYnpaBJIeHne)」

*戸 建住 宅(コ テージ)に ついて:一 戸あた り40-400㎡ の面積 の住宅が建築 されてい

る。建築費は上下で大 きな格差がある。例 えば、1998年8月 の為替変動以前の物価水準

で、主にこの地方の資材を使用 して安価 に建築する場合、1,500ル ーブル1㎡ である(1ル

ー ブルニ15円 で計算す ると
、2。3万 円1㎡ になる)。 従 って、40㎡ であれば6万 ルーブル、

3な お、このオフィスビル建設には、サハ リンの建設有限会社 「SU-414」 も参加 している(『 ロシア連

邦サハ リン州投資パスポー ト』)。
4こ れ ら以外に、 『ロシア連邦サハ リン州投資パスポー トsに よれば、株式会社「サハ リン」が住宅建設を

手がけている。この企業はサハ リンにおける屋根裏部屋付住宅建設の リーダーであ り、高耐久性の接着

剤を利用 した防水工事、屋根工事を実施 している。
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50㎡ で7.5万 ルー ブル。他方、大型戸建住宅の場合 は豪華 にす る場合が多いので60万 ル

ーブル～200万 ルーブルである5
。

*戸 建住宅の建設方式に関 して、従来は家族 ・親戚 ・知人等が力を合わせて 自力で、自己

資金で建設 することがほ とんどであった。今でも9割 以上は原則 として 自力で建て る。た

だ し、 クレー ン、 ブル ドーザー等の使用、専 門的な仕事は業者 に頼 る。従 って、住宅建設

の仕方も時間をかけて、各段 階ごとに行 う。例えば、基礎工事、一階部分、二階部分に分

け、 まず基礎工事か ら取 りかか り、資金や資材が調達で きた ら次 の段階の建設に取 りかか

る。各段階で業者 を取 り替 えるこ ともまれではない。ただ し、最近は、新 ロシア人による

既存戸建住宅の買い取 り、住宅メー カーへの戸建住宅建設一括発注 もみ られる。主要建設

資材 として、 レンガ、石、 コンク リー ト、鉄筋 を使った住宅が多 く、今の ところ木造 は少

ないようだ。

(3)戸 建 住 宅 団地 の視 察 とインタビュー(「プリゴロドノエ11番 地」)

1)戸 建住宅 団地:通 訳の方の話によると、「ここ数年で ここに人が住み始めている。こん

なに戸建住宅が建 っている とは夢 にも思わなかった」。新 聞報道(朝 日新 聞199816127

付 け記事)に よる と、モスクワで も一戸建て住宅建築が普及 しつつあ り、1992年 以降、

二、三階建ての豪邸が寄 り集 まる「団地」があちこちで登場 し、現在では外環状道路の

周辺 に約150カ 所 もあ る。我々がみた、約80戸 か らな る「プ リゴロ ドノエ11番 地」に

ある戸建住宅団地 内の多 くの住宅は相 当大 き く、完全な「自力建設」では な く、 かな り

住宅建設会社 を利用 してい る。ただ し、建設進行 の管理は建て主が 自分でや ってい る。

この住 宅団地では、基本的には勤労者層の人々(あ る企業 の職場長、エ ネルギー企業

の従業員等)が 住んでい る。ただ し最近、 この住 宅団地で も既存住宅を買い取 った金

持ちの新 ロシア人が住 み始めている。その価格はデノ ミ前 のルーブルで4～5億 ルーブ

ル、新ルー ブルでは40～50万 ルー ブルであった。1ル ー ブルが15円 とする と、600

万～750万 円になる。最近の近所 の例では、ある金持ちが40万 ルーブルで土地付住 宅

を買い取 り、住宅を建て替 えた。

2)戸 建住宅の一つのケースの紹介:こ の家は3年 前に建設が完成 した。現在は夫婦2人

で住 んでいる。御 主人は69歳 、持病はあるが元気そ うであ る。3人 の子供がいるが皆

独立 した。 この二階建て住 宅は基本的にブロ ック作 りで、住宅面積は206㎡ 、2階 に

もバス、 トイレがある。その他、ベランダ、車庫 、豚小屋(2-3頭 飼育)等 があ る。

5ロ シア 人 通 訳 の 話 に よ る と
、 戸 建 住 宅 の 平 均 価 格 は 約50万 ル ー ブル で あ る 。 医 者 の 月収 が1,500ル ー

ブル だ か ら、約28年 分 に あ た る 。 な お 、報 道 に よれ ば 中古 ア パ ー ト(集 合 住 宅)の 価 格 は1998年 夏 、

ユ ジ ノ サ ハ リ ン ス ク 市 内で 、次 の よ う で あ る。1寝 室 アパ ー ト:0.9-1.2万 ル ー ブル 、2寝 室 ア パ ー ト:

1.5-2.0万 ル ー ブル 、3寝 室 ア パ ー ト:2.5-3.0万 ル ー ブル(『 ソ ビ ェ ヅ キ ー サ ハ リン 』、1998/9/12)。
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ガ レージもあ り、車が2台 ある。13ア ールの面積の庭では、にわ とり、ア ヒル(50-

60羽)を 飼 い、温室もあ り、野菜、果物 を作っている。 これ らのための仕事は大変 だ

が、食料 を 自給 しうる し余ったものは売 る。ジャガイモは今年出来 が良 かった。住宅

の建設には5年 間かかった。3年 は実際の建設作業で、残 りの2年 は土地や建物の建

設許可や登録等の文書関係 にかか った。っ ま り 「お役所仕事」 とのつ きあいで時間が

かかった。建設業者 に頼 んで、基礎、枠組(躯 体)を 完成 した(要 するに、 自分でで

きない ところを業者に頼む とい うことであろうか)。 資金 的には、勤務先 のソフオーズ

(18年 働いている)の 建設費半額支援があった。総額 では年収6年 分であった。 自己

負担 としては年収3年 分で あった。

(4)ア メリカタウンの建設視察

サハ リン大陸棚 開発の従業員用住宅団地であるアメ リカタウンでは、第1段 階の工事が

真最 中であった。第1段 階お よび第II段 階が完成 した場合 のこのアメ リカタウンの建物 ・

設備 の概要は次の ようである。

1第1段 階1第II段 階1合 計

1)住 宅

家族住宅 棟/戸 24/48 88/176 112/224

当直交代で働く従業員用住宅 棟/戸 6/60 4/40 10!100

2)共 用建物および施設

① 臨時の従業員用住居 棟!部屋数 1/50 一 1/50

② 店 舗 、 ラ ン ドリー 、 カ フ ェ 1 一 1

③ レジャセ ンター(体 育館、サ ウナ、医務室等) 1 一 1

④ 温室 1 一 1

⑤ 警備棟、清掃機器倉庫、通信センター 1 ■ 1

⑥ スタジァム 1 ■ 1

⑦ 野外スポーヅ場

テ ニ ス コー ト 2 層 2

バ レー ボ ー ル コ ー ト 1 ■ 1

⑧ 人口貯水池(冬 期間のスケー トリンク) 一 1 1

⑨ バーベキュー場 一 1 1

⑩ 走路(ト ラヅク) 一 1 1

3)生 活インフラ用建物、設備

⑪ ジーゼル発電施設 1 一 1

⑫ 下水浄化施設 1 ■ 1

⑫a沈 殿池 1

⑬ 浄水システム付貯水池 1 1 2

*排 雪地
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このように、アメ リカタウンでは生活インフラがほぼ完備 してお り、 この中だけで生活

してい くことが可能である。 ロシア人市民は 自由に出入 りで きないようであるが、やは り

ここで展開 されるア メリカ風生活様式のイ ンパ ク トは大 きいものがあるだろ う。 また、住

宅関連 において も、その居住の仕方や住宅建築技術のインパ ク トは、サハ リンそ して また

ロシア極東全体に確実に及 んでい くと予想 される。

(5)サ ハリンの住 宅企業A社 のB社 長へのインタビュー

住宅企業A社 は、サハ リンで活発 に活動 している住宅企業 の一つである。ここでは、1997

年秋か ら1998年 夏 にかけての活動 をB社 長 にイ ンタビュー したのでそれを報告すること

にする。

1)こ の会社が ここ1年 間 に取 り組んできた仕事

① サハ リン州内務局庁舎の正面外装の修理。

② カナダハ ウスの入札に参加 した。落札はで きなかったが、落札会社 と一緒 に生活 イン

フラ整備 をやるこ とになった。カナダハ ウスは、ユ ジノサハ リンスク市で合計400戸

建設 され る。その内訳は、 ジーマ地区(第7地 区)で126戸 、その他「第11団 地」地

区、「第13団 地」地 区、空港周辺地区で建設され る。なお、 カナダハ ウスの動 向に関

しては 『自由サハ リン』紙の98110/22付 け記事 によれ ば、1998年11月 末 までに2

棟(4戸)の カナダハ ウスが完成 し、1999年 中に合計200棟(400戸)を 完成 させる

予定である。その建築を請け負うのは、国際入札 において落札 した「ガラ ンテ ィヤサー

ビス」社であ る。ただ し、これ らの住宅に対する電気、熱供給の問題が未解決の ままで

あ る。

③ サハ リンプ ロジェク トの従業員用住宅団地(ノ グ リキ市)の 設計 を担 当 し、それ を完

成 した。なお、 ノグ リキでのサハ リンプロジェク ト従業員用宿舎の完成 に関 して、報

道 によれば この従業員宿舎は「サハ リン1」 および「サハ リンII」の、海上の掘削現場で

働 く従業員のために建築 されたもので、30室 で60人 が居住で きる。「サハ リン1」 の

オペ レーターであるエクソン ・ネフチガス社が建築施主 とな り、建築費用(400万 ド

ル)は 「サハ リン1」 と「サハ リンII」が折半 した。宿舎 内には、食堂、通信施設、休養

施 設が完備 している。宿舎 は、カナダのATKO社 製の寒冷地仕様住宅モジュール を組

み立てたもので、全ての設備 を組み込んだうえで現地 に搬 入 し、 ロシア人労働者60

人が1年 弱の工期で完成 させた(『 月刊 サハ リン情報』第66号 、1998年11月 、『自

由サハ リン』1998110/22)。
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④ 韓国の会社 と協 力 して、 アメ リカタウンの家具供 給に関する入札 に参加 した。落札で

きなかったが、今後の同種 プロジェク トではB社 長 の会社が実質的に関与 するこ とが

で きる見通 しが立 った。

⑤ ロ日友好会館建設 の再開:「 ここ2週 問建設作業 を している。建設資金が予定通 り入

って くれば、完成 は99年 の5～6月 頃になる(1998年 夏、B社 長の話)」。 しか し、

その後の1998年10月26日 付北海道新 聞記事 によれば、 このロ日友好会館 の建設 が

再度 中断 した。その原因は資金難である。 この会館 は1995年 に青森県 日ロ交流協会

がユ ジノサハ リンスク市に寄付 した1億 円をもとに市有地 に建設 を開始 した。鉄骨造

り地上二階地下一階建てで、延べ1490㎡ で、大小会議室、 ホール等 を設ける予定で

ある。当初、総工費2億 円を予定 し、寄付金以外 の約1億 円をサハ リン州 と市が負担

する手はずであったが、建設費の高騰か ら州が離脱 した。その後 市も財政悪化で資金

捻出が困難 にな り96年 春以降建設が中断 していた。98年7月 には市が海外 の銀行か

らの融資の約束を得、工事再開 したが、8月 以降の ロシア金融危機で融資が立 ち消 え

になった。

⑥ 「マイホー ムプラン」の前進:「低層木造住 宅建設 プラ ン」としていっそ う具体化 され た。

サハ リンではB社 長が このプラ ンの リーダーにな っている。カナダハ ウスのための生

活インフラ整備 の延長で、 このプランのための生 活インフラ整備 に州政府が協 力する

ことになっている。

⑦ ユジノサハ リンスク市長か ら、小児病院の一ブロック完成 の注文があ った。

⑧ 州政府庁舎 の外装 の仕事について建設局か ら示唆があった。

⑨ その他、企画段 階の仕事が数件 ある。B社 長の話 によれば、総 じて、昨年 よ り今年 は

状況が良 くなった。確かに環境条件は良 くないが、生 き残 る見通 しはあ る。

第三節 住宅産業の将来展望

(1)ロ シア極東における森林資源の状況6

ロシアの住宅産業 の今後 の発展方 向を検討する前に、まず住宅産業 の主要素材 になる木

材資源の状況についてみてお こう。

ロシア極 東には2億7,370万 舞 とい う広大な森林 面積がある。森林 の大半が針葉樹林で

ある(71.9%、1億9,694万 ㌶)。 ロシア極東で一番多 くみ られる樹種はか らまつで(全 森

林面積 の60.9%、1億6,670万 ㌶)、 北に行 くほ どその割合 は多 くな る。二番 目に多い樹種

6『ロシア極東の林業 ・木材産業の現状』(平 成9年3月
、富山県報告書)
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はカバ類で ある(7.6%、2,071万 ㌶ 、)。三番 目は、あか まつ ・べ にまつ類(5.5%、1,519

万㌶)お よびえぞ まつ ・とどまつ類(5.5%、1,505万 ㌶)で ある。

サハ リンの森林面積 は、536万 ㌶であ り、樹種 としてはえぞ まつ ・とどまつ類、か らま

つ、かば類 が多い。

森林面積 と木材蓄積量は地域によって同 じではない。概 して、面積 当た りの木材量は ロ

シア極東の西北か ら東南 に向かうにつれて増大す る。ロシア極東全体で、204億5千 万立

方㍍の木材資源があるが、樹種別蓄積量は表2の 通 りであ る。か らまつが61.8%、 えぞま

っ ・とどまつ類 が12.5%、 かば類 が7.3%で ある。

表2樹 種別蓄積量(1993年1月1日 現在) (単位:100万 立 方㍍)

針葉樹 落葉樹

低木 ・

灌木

総蓄積

量

あか

まつ ・

べ に

まつ

え ぞ

まつ ・

と ど

ま つ

からま

つ
合計 合計

な ら ・た

も
かば

サバ共和国 1,113 51 7,788 8,952 84 0 66 193 9,229

ユダヤ 自治

州
32 35 16 83 90 27 35 0 173

チュコ ト

自治管区
0 0 50 50 9 0 * 29 88

沿海地方 465 551 204 1,220 547 239 194 3 1,770

ハバロフス

ク地方
239 1,430 2β03 4,272 490 44 295 231 4,993

アムール州 59 82 1,434 1,575 327 16 287 51 1,953

カムチャヅ

カ州
* 38 94 132 623 0 550 440 1,995

マガダン州 0 0 288 288 24 0 * 111 423

サハ リン州 1 363 169 533 73 2 61 18 624

極東 1,910 2,550 12,646 17,106 2,268 328 1,488 1,076 20,450

*印 は 、50万 立 方 ㍍ 以 下 。

出 所:極 東 営 林 会 社 の デ ー タ ベ ー ス 。 ハ バ ロ フ ス ク 、1995年 。

サハ リン州の場合 には、6億 立方㍍余 りの木材蓄積量がある。樹種別 にみると、 えぞ ま

つ ・とどまつ類が最 も多 く、58.2%で ある。か らまつは27.1%で ある。かば類 は9.8%で あ

る。

サバ共和国 を除いて、ロシア極東のほ とん どの森林は山岳林である。また森林の樹齢別

構成をみてみると、約半分(1億2,580万 銘、46.0%)が 完熟樹齢を超 えてお り、産業的

伐採に適 している。

森林資源の物理 ・生物的状態、産業的伐採 に対す る社会 ・経済的制限、開発の経済性等

を考慮 して算定 される年間可能(理 論)伐 採量 は、1993年 において ロシア極東では約1
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億立方㍍であ り、1993年 におけるその伐採実行率は19.6%で あった。つま り約8割 の森

林は伐採可能であるにもかかわ らず、伐採 されなかった。ほぼ全 ての森 に開発が及んでい

る といわれているサハ リン州でも、年間可能伐採量440万 立方㍍7の うちその半分 のみが

実際 に伐採 された。それはロシア極東の各地方の 中では最 も高い伐採実行比率であった。

林業の発達 した地方(沿 海地方、ハバロフスク地方、アムール州、サハ リン州)で 伐採が

さかんに行われた時期 である1980年 代後半には、針葉樹の伐採実行率は50～60%に 達 し

てい た。これは最近の林業不振 を物語るものである。

今後、環境保全、森林保護 の重要性 はますます大 きくな り、それ らに十分な配慮 をする

必要があるが、 同時にロシア極東は、住宅産業の素材である木材 の大 きな供給可能性を有

している。 またサハ リン州は比較的木材利用 が進んでいる地域であるが、 まだその潜在 的

可能性 を汲み尽 くしてはいない8。

(2)「 低層木造住宅建築促進」の構想

昨年の報告書で述べた ように、 ロシアでは1996年6月27日 の政府決定 によって、「マ

イホーム推進 プログラム」が承認 された。それ に基づいて、各地でそれ を具体化する努力が

続け られて きた。サハ リンでは、比較的低廉 な「サハ リンの家」の開発が続 け られている。

また、ハバ ロフス クでも、二階建ての戸建て住宅「ハバ ロフスクの家」の開発 プログラムが

作成されている。

その後、1998年2月 、 中央政府の レベルで「マイホーム推進 プログラム」をテコ入れす

るために、そのサ ブプログラムである「低層木造住宅建築促進 プログラム」を作成 すること

が決定 された(国 家建設委 員会科 学技術会議幹部会の1998年2月27日 付決定)。 そのた

めに このプログラムの要綱 「1998年 か ら2010年 までの低層木造住宅建築の発展 の基 本方

向」が国家建設委員会によって承認 された。そ して この要綱を関係機 関に配布 し、広 く意見

を求め、それ らを集約 した うえで、この要綱を肉付け した最終的な「低層木造住 宅建築促進

プログラム」が決定 される手はずになっている。この要綱 を以下で検討 する。それによって

ロシアにおける低層木造住 宅建築の長期 的発展方向を見通す手がか りが得 られるもの と考

えられる。それは、北海道の住宅企業がサハ リン、 ロシア極東に参入する際 に大 いに参考

になるであろう。

まず、要綱 では現状 をどの ように分析 しているであろうか?

次の4つ の点 を指摘 している。

71998年 の 『ロシア連邦サハリン州の投資パスポー ト』では
、若干この数字が小さくな り、350万 立方㍍

になっている(サ ハ リン州政府のホームページよ り)。
81998年8月 の小樽市経済交流使節団との会見で

、サハリン州行政府対外経済関係局長 ・エ リザリエフ
氏も、サハ リン州は環境を破壊 しないで毎年200ト ンの木材 を伐採できると表明している。
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① 国内の木材資源利用が不十分である⇒内部資源の活用政策

広大な国土を持つ ロシアは、森林資源の保有量 に関 して世界第1位 にある。世界 の木材

資源の3分 の1が ロシアに存在 する。それは800億 立方㍍であ り、その基本 的部分(78%)

は建設に適 している針葉樹種である。1997年 、約5億 立方㍍の木材伐採が可能であった

が、実際には0.75億 立方㍍ しか伐採 されなかった(15%)。

このように、 ロシアは膨大な木材資源を持っているにもかかわ らず、それを十分利用 し

ていない。例えば、住宅建築 に利用 されている主要建材 のうちの木材 の比率はロシアの場

合5%で あ り、木材 資源の乏 しい国である英国(5%)、 ドイ ヅ(4%)、 フランス(7%)と

同程度である。従 って、そのような 自国内部資源の活用のためにも木造住宅建築 の発展 を

促進 しようとしている。

② 住宅建築産業の不振

1986年 の木造住宅建築企業 の住宅建築能力 は450万 ㎡ノ年であったが、1996年 にはそれ

が250万 ㎡ノ年 にまで落ち込 んでいる。現在、 ロシア全体で、工場 的木造住宅建築企業が

82、 角材 ・丸太住宅建i築企業が138、 木工 ・建築製品生産企業が350あ る。これ らの企業

による1996年 の木造住宅建築実績 は4.91万 ㎡であ った。つ ま りこれ ら企業の住宅建築能

力の利用度 は数%に まで極端 に落ち込 んでいる。

他方、ロシアでは国民は劣悪な住 宅条件にあ り、既存住宅の老朽化が著 しい。この問題

を解決 するために住宅建築産業の活性化が不可欠である。一部の地域(ハ バ ロフスク、イ

ルクーヅク、タンボ ブ、 トムスク、ブ リャー ト等)で は1996年 以降木造住宅の生産能力

が強化 されている。 さらにこの木造住宅建設促進 プログラムによって、さ らにその傾向を

強化 してい くことがめざされてい る。

③ 工場的木造住宅の構法別区分

現在の ロシアでの木造住宅建築の構法別比率は以下のようになっている。

70%:パ ネル構造住宅

26%:角 材構造および丸太構造の住宅

4%:枠 組構造の住宅

49



また、2～3部 屋の1階 建て住宅が多いが、屋根裏部屋付の住宅(事 実上の2階 建 て住

宅)も かな りみ られ る。このタイ プは4部 屋住宅がほ とんどである。後述す るように、 こ

の要綱では当面、枠組構法 を改良 してそれ を普及 させ るこ とを考 えている。

④ 木造住宅建築の当面の課題

ロシアの木造住 宅建築が抱 えている課題は、以下の4つ にま とめ られ る。

第一に、断熱効率向上で ある。 ロシアの現状では、木造パネル住宅の場合でもパネル 間

の接合部分の断熱処理が不十分なために断熱効率が悪 い。そ こで、米 国、西欧、北欧諸 国

か ら技術や設備を導入することによって、 この断熱効率 向上を含む技術水準の向上をめざ

す企業 もでている。

第二の問題は、上述の ように、 ロシアの住宅建築企業 の低い技術水準であ る。利用され

ている製造設備の平均使用期間は20年 を超 えている。 また、機械化 レベル も低 く、国内

設備 を利用 している企業の場合、 その機械化 レベルは45%以 下 である。

第三に、設備の利用水準が極端 に落ち込 んでいる。それが2～5%に 落 ち込んでい るため

に、完成 品の製造原価が従来 よ りも30～50%増 加 している。

第四に、資金不足である。そのために、品質 と競争力の向上、新 しい先進的技術の導入

が非常 に困難 になっている。つ ま り悪循環 に陥っている。

次にロシアにおける木造住宅の今後の発展方向を考えるうえで重要なポイ ン トを3点 指

摘 している。

1)枠 組構法住宅の再評価

工場製造 の枠組住宅(framehouse)は 今 日のロシアではほ とん ど採用 されていない。10

～15年 前には、10以 上の住 宅建築企業 によって毎年、建築総面積100万 ㎡近 くの枠組住

宅が建築されていたが、近年は非 常に減少 している。 しか し、この構法 はカナダ、米国、

欧州の経験 をみて も、設計 の多様性、構造 ・建築技術 の単純 さ、高度な利用特性、修 理が

しやすい こと等のす ぐれた特性がある。また、経済的にみて も、工場製造原価は現在の と

ころ、パネル構法 よ りも30-40%だ け低 い。従 って、中 ・下層所得水準の家族 に とってア

プローチ しやすい もの になっている。 また、建築機械 の利用が比較的少な くて済む とい う

特性 もある。その特性は、個人住 宅建築者 自身の作業 による住宅建築を可能 に している。

この ような 「自己建築」の伝統があることは留意 すべ きで あろう。

これか らの低層木造住宅が確保 すべ き条件 と して、要綱は次の項 目を指摘 している。
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① 家族構成の多様性 に対応 した設計 ・内装の多様性の確保

② 住宅建築地域の調和のとれた、総合的開発

③ 居住要件:エ ネルギー ・資源の節約、エコロジーに配慮 した素材の使用

④ 耐久性向上 と修理の容易さ

⑤ その地域の自然条件に耐える強度を備えること

⑥ 可能な限 り工場生産を進めること

⑦ 素材、労働力の効率的利用

このような条件 を満 たすために、今後 どのようなタイプの住 宅がロシアにおいて建築 さ

れるべ きであろうか?要 綱は木造住宅建築の3つ のタイプの将来性評価 を行 っている。それ

をみてみよう。

① 枠組構 法:こ の構 法の構造 ・規格 を、堅牢性 ・耐久性 ・熱 効率 ・居住性 に関する現

代 的条件に合致 するように改善することは可能であ り、そ うすれば最 も発展 しうる

構法であ る。その意味で枠組構法 は戸建木造低層住宅建築の諸要件 に最 も合致 して

いる構法であると評価 している。

② パネル構法:こ の構法は、構造的 ・製造技術的欠陥、経済的低効 率のために近い将

来、ロシア において広範な普及 をめざすこ とはで きない。 これか ら様 々な先進技術

の習得 が必要であ る。その程度 に応 じてこの構法 は徐々に普及 しうる ものである と

評価 してい る。その意味は、 ロシアの現実の条件 の下では、 この構法 に関す る先進

技術の習得、現代化はかな り時間がかかるとい うことであろう。

③ 丸太 ・角材構法:こ の構法は、木材(丸 太 ・角材)が 豊富で、製材能力が低 い地域

で利用可能である。

要するに、要綱は近い将来 においては、現代的に改良された枠組構法 による木造住宅 の

建築を普及 させ ることが最 も望 ま しい と結論付けてい る。パネル構法についてはその技術

的、経済的改良 に時問がかかる と評価 している。

2)構 造材、部材類の規格化による大量生産およびそれと同時に住宅の多様性の確保

従来のような手工業的、個別的な構造材、部材の製造か ら、それ らの規格化 された大量

生産に移行 しなければな らない。その際、「オープンな」定型化 システムに基 づいて住宅の

多様性 を確保 しなければな らない。そのためには、多品種生産 に対応 しうるような弾力的

な製造技術 を導入する必要 があ る。
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3)地 域の実情に応じた住宅建築

ロシアは広大 な領土を持 ってい る。各地域 によって条件 に大 きな差がある。従 って、 そ

れぞれの地域の実情に合致 した住宅建築を進めなければな らない。例 えば、住宅産業にお

ける工場生産の進展度 にも大 きな違いがある。要綱ではそれを3段 階 に分類 し、それ に対

応 して生産 されるべ き住宅タイプを指摘 している。

① 工場生産の高い進展度⇒ユニット住宅

② 中程度の進展度(工 場製造のパネルがセットで現場に供給される場合)⇒ パネル住

宅

③ 低い進展度(パ ネルが部分的ないし個々の要素の形で供給される場合)⇒ 枠組構法

住宅

前述の ように全体 としてみれば、近い将来 のロシアにおいては、工場生産の進展 度は低

く、従って枠組構法住宅を一般 的に普及 させるべ きである と要綱 は評価 している。つま り、

木造住宅の工場生産はまだ低 い進展度 にとどまる ことが予想され、その場合には枠組構法

住宅が適 している と判 断 している。他方、地域によって工場生産 の進展度が高い場合 ある

いは急速 に工場生産が進展 しうる場合 には、ユニ ッ ト住宅やパ ネル住宅の形を取 りうるこ

とになる。いずれの構法 を利用す るに して も、全て に共通するモ ジュール(単 位寸法)を

設定 し、普及 させ る必要がある。そのことによって、需要の変化への弾力的対応、特 にあ

る型の住宅生産か ら別の型 の住宅生産への機動的再編成が可能 になる。

この要綱 は、 いわば ロシアにおける低層木造住宅建築促 進プログ ラムの骨組みである。

肉付けされた最終 プログラムにおいては、 プログラム実現のためのよ り具体化 された措置

が盛 り込 まれる予定で ある。

例 えば、

●

●

●

●

プログラムの実施期限 と実施段階

プログラム実行 のための資金的手当(連 邦 予算資金、予算外資金、連邦構成主体 の予

算資金)、 各地域ご との資金配分計画

プログラムの実施機構、管理組織

プログラムが実現 した場合の社会 ・経済的、エコ ロジー的帰結の評価

これ らの具体的措置が どのような形で盛 り込まれるかに関 して今後 とも注 目す る必要が

ある。
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以上のように、要綱「1998年 か ら2010年 までの低層木造住宅建築の発展 の基本方向」は、

今後10年 程先 を見越 したロシアの木造住宅建築の基本方向を定め る重要な文書である。

ロシア において当面推進 すべ き基本的住宅構法は軸組構法であると規定 し、条件のあると

ころでのみパネル住宅やユ ニッ ト住宅の建築を推進するすべ きである とい うのが この要綱

の基本的スタンスである。

第四節 北海道住宅企業のサハリン参入可能性

北海道経済の停滞、住宅建i築の不振 が話題 にな って久 しい。北海道銀 行による1998年

度の経済見通 しによると、個人消費の低迷や住宅着工の落ち込みなどか ら北海道の実質経

済成長率はマイナ ス0.8%と 、97年 度(マ イナス2.5%)に 続いてマイナス成長 になる見込

みであ る。99年 度 も、追加経済政策の実施 を前提 として も実質0.2%と 、ほぼゼ ロ成長を

予想 している。98年 度の住宅投資 は着工戸数が5万2千 戸 とほぼ30年 前の水準に落 ち込

な と予想 してい る(日 本経済新聞、199817130)。

建設省の統計で も、1997年 度の北海道における新設住宅着工戸数は、対前年度比でマ

イナス22.6%、57、551戸 で6万 戸 を割 り込んでいる。1998年 度 も引 き続 き減少 してい

る。 日本全体 についてみて も不振 である。建設省の98年 度上半期(4-9月 期)の 住宅着

工戸数データをみ る と、景気悪化 で需要が冷 え込んでいるため、前年 同期比13.7%減 の

613、769戸 になった。これはバ ブル経済以前の83年 度以来の低水準 にまで落ち込んだ数

字である。 この分 でい くと98年 度の着工総数 は120万 戸程度になる(日 本経済新聞、

1998110131)。

北海道経済の活性化のため には、裾 野の広 い住宅産業の発展が不 可欠である。そ して

サハ リンとの結びつきの強化は、北海道 の住宅産業の発展 戦略の一つであ る。サハ リンで

北海道住 宅を普及 させ る方法 と して、昨年度の報告書で我々は、①北海道住宅展示場(兼

北海道 ビジネスセ ンター)建 設、②住宅関連合弁企業 の設立を提案 した。

① の住宅展示場 に関連 して、 日本で 「住宅展示場一 モデルハ ウス建設」販売促進方式 を

採用 している住宅業界の動向をみてみ よう(日 本経済新聞、199817117付 け記事)。

住宅業界で最多の800棟 近いモデルハ ウスを展 開する積水化学工業は、モデルハ ウス来

場 をきっかけ とした受注が受注全体の約半数 を占める。またモデルハ ウスー棟当た りの受

注戸数は会社によってば らつ きがあるが業界 の平均では年 間20-60戸 程度である。この

ように「住宅展示場 一モデルハ ウス」の販売促進方式は基幹 的方式であるが、他方コス トの

かかるもので もある。前述の積水化学工業では、住宅市場縮 小にともな う経費削減の一環

としてモデルハウス を98年 度 中に20%削 減 することを検討 したが、販売現場 の反対で4%

削減するこ とに落 ち着いた。概 して、 この方式を採用 している住 宅メー カーの場合、住宅
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販売価格の1割 以上が住宅展示場関連 の経 費になっている。ある住宅メー カーの話では、

展示場 のモデルハ ウスを出せぱ一棟 当た り年間4千 万～5千 万円の経 費がかかる とい う。

以上のように、住宅業界では 「住宅展 示場 一モデルハ ウス」経費の負担 が重 くなってお り、

それの合理化 や、それ以外の販売促進方式の強化 、例 えば既存顧 客や提携企業か らの紹介、

訪問販売、チラシ配布の強化等 を進めている。

サハ リンを販売市場 とする場合 には、「住宅展示場一モデルハ ウス」方式 は、 日本におい

てよ りも重要 であ る。な じみのない人々に 「現物」を見せ ることは不可欠である。しか し、

かな りコス トのかかるものであることは確かである。民間の住宅企業 だけでサハ リンに住

宅展示場一 モデルハ ウス を建設 ・運営するのは負担が重 すぎるようであ り、公的資金 の支

援が望まれる。そ してそのための工夫が求 め られている。

②住宅関連合弁企業の設立に関連 して、サハ リンにおける製材技術 の向上の事例が報告

されている(日 本経済新聞、1998112125付 け記事)。

函館 の企業 「テー オー小笠原」はサハ リン産の製材品輸入 を始め た。みちの く銀 行系の「み

ちの くリース(青 森市)」 とロシア企業 との製材合弁企業 「サハ リンみちの く」(ユ ジノサ

ハ リンスク市)か ら、 カラフ トエ ゾマッを住宅の構造材用 に加工 したサハ リン材 を輸入す

ることに した。この合弁企業 の製 材技術が向上 し、道内で加工す るの と変わ らない品質 を

確保で きるめ どが たったためであ る。またコス ト面でも 日本国内で製材 するの とほ とん ど

変わ らない という。この例は、サハ リンに技術供与 して住 宅関連工場 を建設すれば、品質、

コス ト等の面で十分競争力のある事業が可能であることを示唆す るものである。

次 に、サハ リンでの住宅市場 に参入するために参考 となる事例 を若干紹介 したい。

1)DIY方 式の住宅建築

旭川 の住 宅メーカー 「カワムラ」は、1998年 秋か ら顧客が 自ら組み立てる住宅(キ ッ

トハ ウス)を 販売 している。手作 り志 向の人や定年で時間が活用で きる年配者を中心的顧

客 とみてい る。同社では、部材 をプレカッ トエ場で加 工 し、現場では組み立てるだけの工

法 を採用 している。顧客は部材 に記された番号に沿 って、住 宅の骨組みを組み立て る。断

熱材のはめ込みな ども簡単 になっている。ただ し、基礎工事や屋根工事 といった高度 な技

術が必要な部分は プロの技術者が施行する。川村武社 長によれば、普通 の住宅で もその気

になれば8割 は素人で も対応可能で、コス トを抑えることがで きる。また、住 宅建築は熟

練 した職人 にしかで きない と受 け止め られてい るが、 この間違ったイメー ジを取 り払 うこ

とによって住 宅需要を掘 り起 こしたい、 としている。

コス ト面でみ ると、基本プランの平屋建て3LDK(90㎡)の 場合、価格は、客が 自分で

骨組み と断熱施工、換気装置の取 り付 け、外装材張 り、足場組み、屋根 の下地張 りな どを

すると、1,088万 円、 メーカーが全て行 う と1,308万 円。その差は220万 円である。17%
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だけ価格 を引 き下 げるこ とがで きる(北 海道新聞、19991117、 日本経済新 聞、199912123

付け記事)。 また、八雲町の建設会社 「松原組」も同様なDIY方 式の住宅を開発 している。

顧 客が可能 な限 り自ら住宅を組み立てる方式(DIY方 式)は 、サハ リンで有望 な建築 ・

販売方式である。前述 のように、サハ リンでは 自 らの住 宅を自ら(家 族、親戚、友人 ・知

人を含 めて)建 築するや り方が都市近郊等で は普及 している。従 って、このDIY方 式の住

宅は比較的な じみのある建築方式である。 さらに、 この方式はコス トを抑えることがで き

る。そのこ とは、高価格が北海道住宅のサハ リンでの販売の大 きな障害 になっているだけ

に重要な ことであ る。 また経済混乱が続 くサハ リンでは、失業、労働時 間短縮 が 日常化 し

てお り、家族、親戚 の中で住宅建築の ための時間を持つ人 を捜 すことは比較的容易であろ

う。また、 これは リスクの高い合 弁形態ではな く、製品輸 出という事業形態を採 ることも

や り方によっては可能である点でメ リッ トがある。

2)住 宅市場開拓

ここでは米国北西部のワシン トン州政府の 日本市場 向けの活動を紹介 しよう。その主な

活動をあげる と、

*住 宅産業専門ス タヅフの日本常駐

*イ ンターネ ッ トでのホームペー ジ開設

*日 本語版での住宅産業情報誌発行

*住 宅シ ンポ ジウム、住 宅技術セ ミナー開催等 々9

海外へ の住宅売 り込み活動 として、 この例は北海道の住 宅業界 として も大いに参考 にす

べ きものであろう。

3)函 館の企業「テーオー小笠原」の取り組み(日 本経済新聞、1998/6/5付 け記事)

この会社 は、木材、流通、住宅販売 を主業務 としている。サハ リンでの ビジネス に注 目

し、近い将来、ユ ジノサハ リンス クに三井物産、 みちの く銀行 と共 同で事務所 を設 け社 員

を派遣する予定で ある。当面は市場調査 に力を入れる。そのため、 ロシア極東国立大学函

館校の卒業生3人 を新規採用 して準備 を進めて きた。

この会社では、対サハ リン戦略を将来的な長期戦略 としては経営戦略の柱 にす るつも り

である。当面は、 中古 自動車 と建設機械の輸出を柱にするが、いずれは プレハ ブ住 宅を対
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サハ リンの売 り上げの半分以上 に したい。従 って、サハ リン石油 ガス開発 プロジェク トの

住宅建築入札 にも参加 する意 向を持っている。

現在考 え られてい る対サハ リン住宅事業の形態 としては、サハ リンの木材を石狩 に輸入

してプ レハブ住宅 を造 り、それ をサハ リンに輸出することである。 このや り方のメ リッ ト

としては、

①両者 の支払い決済を相殺 することによって、支払 い リスク ・為替 リス クを最小 にする

ことがで きる。つ ま り、 この輸出入が順調 にいけば、サハ リンで のルー ブル決済 になる。

住宅販売 によってルー ブル収入が生 じ、その収入 の一部 を木材会社への支払いに充てる。

②北海道 とサハ リン間の運搬船が往復 とも荷物 を確保で きる。 それによって、輸 送効率

が上が り、輸送 コス トの削減が可能になる。

おわりに

本章で、筆者は昨年か ら引 き続いて、サハ リンの住宅産業 に関す る様 々な側面 を検討 し

た。その基本 的目的は、 この分野でのサハ リンと北海道 との交流 の発展 にある。

サハ リンの住宅は、第二次世界大戦以前はほ とん どが木造住宅であった。戦後1960年

代 に大型パ ネル を使 った中層集合住宅が建設 されは じめ、都市部ではそれが主流 となった。

そ して今は部分的に戸建て住宅が復活 しつつある とい うのが現状である。

現代的な戸建て住宅にっいては、サハ リンの企業は まだ経験 が浅 く、先進諸国の経験や

技術に学びなが ら、戸建て住宅に対する現代的要求水準 をクリア しようと努力 している。

ロシアの森林資源は まだまだ多 くの利用可能性を有 してお り、その木材資源 を利 用 した

現代的木造住宅 を開発する ことは、差 し迫 ったロシア全体の課題である。そ して 当面、枠

組構造の住 宅を現代的 に改良 して普及すべ きことが提案 されてい る。

北海道の住 宅産業 に とって、長期 的 に見ればサハ リンや ロシア極 東 は有望な市場であ

る。住宅展 示場の設 置、合弁工場の創設、DIY方 式の住宅、様 々な市場開拓戦術等色々な

工夫をするこ とによって、 サハ リンや ロシア極東 において住宅市場の開拓 を進め ることが

可能である し、 またそれは客観 的にみて必然的な流れであ ろう。

9海 外への住宅売 り込みの例をもう一つあげると
、1999年2月 札幌において、カナダ東部諸州の住宅産

業を紹介する 「ア トランティック ・カナダ住宅セ ミナー」が開催された。
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